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Empirical research on global human resource development and utilization of SMEs 
-Based on interview with foreign workers- 

中小企業のグローバル人材育成・活用についての 

実証的研究 

―外国人労働者へのインタビュー調査からー 
大阪経済大学 王 相宜 

 

1.はじめに 

少子高齢化社会の到来に伴い、中小企業における

人材不足が深刻化している。『国立社会保障・人口

問題研究所』の将来推計（出生中位・死亡中位推

計）によると、総人口は 2030 年には 1億 1,662 万

人、2060 年には 8,674 万人（2010 年人口の 32.3%

減）にまで減少すると見込まれており、生産年齢人

口は 2030 年には 6,773 万人、2060 年には 4,418 万

人（同 45.9%減）にまで減少すると見込まれてい

る。現在、中小企業の 60.6%が人手不足の状況であ

るといわれており、その割合は増加し続けていて、

この 2年間で 5%ずつ上昇してきた。中小企業の人手

不足は顕著である。ところが、労働力の中核には 15

歳～64 歳の人口層である生産年齢人口は 1995 年か

ら減り続け、2000 年～2015 年の 15 年の間に 1030

万人も減少しているのである。総務省の推計による

と、この先 5年間ごとに 200～300 万の生産年齢人

口が減少と見込まれており、人材不足は業種・企業

規模に関係なく起こり得ると明らかになった。もう

1つ気になる点は、大学卒業者の 92%が就職という

就職率の高さにありながら、人材不足となっている

現状である。 

 また、中小企業の外国人労働者を採用現状には、

2019 年 10 月まで外国人労働者数は 1,460,461 人。

前年同期比で 181,793 人（14.2％）を増加した。そ

の増加した要因は、①日本政府が推進している高度

外国人材や留学生の受入れが進んでいること。②雇

用情勢の改善が着実に進み、「永住者」や「日本人

の配偶者」等の身分に基づく在留資格の方々の就労

が進んでいること。③技能実習制度の活用により技

能実習生の受入れが進んでいること等が背景にある

と考えられる。 

 この背景の中小企業として、人材を獲得後の育成

は重要な課題である。厚生労働省は、令和２年 10

月末現在の「外国人雇用の届出状況」を公表した。

図１「在留資格外国人労働者数の推移」に見ると、

外国人労働者数は 1,724,328 人で、前年比 65,524

人（4.0％）増加し、平成 19 年に届出が義務化され

て以降、過去最高を更新したが、増加率は前年

13.6％から 9.6ポイントの大幅な減少にした。近年

の外国人労働者の増加率で、企業の多くでグローバ

ル人材の育成・活用が企業発展の一つ課題である。 

 今まで、中小企業はグローバル化が展開し、グロ

ーバル人材の育成・活用をめぐる国際的競争がます

ます激しくなってきている。激化のグローバル競争

の背景にして、日本の中小企業が外国人労働者を専

門技術・高学歴人材として、積極的に採用するよう

になった。 

 本研究では、中小企業のグローバル化展開のため

に、外国人留学生・グローバル人材の育成・活用に

関する現状を研究し、グローバル人材の「育成・活

用」の問題点を明らかにする。また、外国人材獲得

後の中小企業において、外国人労働者に対して、ど

のような人材マネジメント手法が企業の人材育成に

有効なするのかについて検証する。 

図 1 在留資格外国人労働者数の推移 

 
出所：「外国人雇用状」の届出状況まとめ（令和 2 年 10 末現在）より      

筆者作成 
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2．グローバル人材の獲得･活用に関する   

先行研究 

 総務省（2017）において、『グローバル人材育成

の推進に関する政策評価』の政策評価で、「グロー

バル人材」に当てはまる新卒採用者数の変化（10 年

間）は、2019 年 10 月まで外国人労働者数は約 146

万人、前年同期比で約 1.81 万（14.2％）が増加し

た。海外事業に必要な人材の確保状況は「どちらか

といえば不足」、「不足」で 70.5%（690 社）があ

る。このような外国人労働者が急増してきた背景に

は、深刻な人手不足が明らかである。 

 船越（2019）は、日本企業において、入社時点で

国際的な素地がなかったも係わらず、グローバルに

活躍している人材は、どのような経験を乗り越え、

活躍できるようになったのか、ということを研究課

題としたうえで、駐在経験の有無に着目し、その有

無がグローバル人材の育成過程に何らかの差異や影

響を与えるのかについて研究した。その結果は、国

際的な活躍に至る「経験」の質や「乗り越え」のプ

ロセスに駐在経験の有無による差異がみられた。し

かし、その差異に優劣なく、日本企業で国際的に活

躍するグローバル人材の育成には、先行研究の多く

が言及する駐在経験が必ずしも必ずでないと考えら

れた。 

 守屋（2017）は、優秀な日本人のみならず外国人

留学生をはじめて優秀な外国人材を獲得するため

に、どのようにすれば、採用・雇用・キャリア開

発・定着化をはかることができるかについて研究し

た。その研究の中で元留学生から日本の中小企業に

就職した外国人材のヒアリング調査を通して、外国

人留学生をはじめとして優秀な外国人材を獲得する

ために、採用すれば良いについて分析した。 

 その結果、①日本企業に好イメージを有しながら

就職を強く希望しない留学生に対して、日本の中小

企業に就職するメリットや日本の中小企業へのイメ

ージの向上をはかることが重要である。②中小企業

の人材採用戦略における大きな強みは経営者の顔を

見え、直接、当初から接することができることにあ

る。就職合同説明会に進んで参加し、優秀な人材獲

得につとめることが大切である。③ある国の給与水

準と日本の給与水準（収入）に比べて高いである。 

 遠原（2013）は、日本で多くの中小企業は、依然

として留学生の採用は停滞気味である。労働人口の

減少によって、不足するグローバル人材の確保が難

しくなることで、留学生に着目することが必要とな

る。また、すでに留学生を採用している中小企業で

も、彼らのキャリア観と強い帰国願望をよく踏まえ

ないことによって、戦力として十分に活用しきれて

いないケースは多いようである。 

これまでの検討において、日本の中小企業ではグ

ローバル人材が不足している現状が明らかになった。

外国人労働者が中小企業への就職意識が強くなって、

グローバル人材を獲得するために、企業の好イメー

ジや就職するメリット、年収などを注目する必要が

あった。 

一方、外国人留学生・グローバル人材の育成・活用

について、①育成の観点から様々な対応を実施し、②

人材「経験」の質や「乗り越え」のプロセスに駐在経

験の有無、③就職するメリットや中小企業へのイメ

ージの向上、④企業での就職キャリア観、⑤人材の資

質、スキルなど諸要件に示される。 

 以上のように、日本で働く外国人労働者のうち、

集団の大きさが比較的大きい中国、韓国など東アジ

アを研究対象として、それぞれの国の研究とその国

の外国人労働者の特性を把握することも重要な価値

を持つ。外国人に適合した人事制度の開発や人事制

度・戦略に、ヒントを与えるものになるであろう。

一方、外国人労働者の仕事満足度については、この

ような研究は少ない。アンケート調査とデータ分析

を実施するし、外国人労働者の仕事満足度の状況に

ついて研究が必要である。 

 

3.本研究の目的と方法 

グローバル化がますます展開し、中小企業におい

てもグローバル人材の育成・活用が大きな課題とな

っている。本研究では、外国人留学生を対象に、グロ

ーバル人材の育成・活用に関する現状を調査し、中小

企業におけるグローバル人材の「育成・活用」の問題

点を明らかにする。また、外国人労働者を獲得後の中

小企業において、どのような人材マネジメント手法

が企業の発展に有効性をもたらすのかについて検証

する。 

具体的には、外国人労働者に対するインタビュー

調査から、①就職活動する際の優先度とその原因、②

入社後の外国人労働者の現状分析、③グローバル人

材の優位性を最大限に発揮するための方策、④グロ
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ーバル人材の育成方法について明らかにする。なお、

インタビュー調査対象は日本の大学また大学院を卒

業した留学生であり、日本で働く正社員とする。 

 

4．外国人労働者のインタビュー調査 

4.1 インタビュー調査の概要 

①調査目的：日本で就職経験、メリート、キャリヤ

形成のイメージなど調査する。 

②調査対象者：日本で就職するの外国人労働者。 

③調査方法：直接インタビュー(ネット形式) 

④調査日：2021 年 6 月から 2021 年 9 月まで 

⑤調査人数：20 人 

調査について、質問ガイドラインを用意の上、語

りに合わせて聞き取り半構造化インタビュー形式で

行った。ある程度質問項目を設定しておき、それに

ついては質問をする。各調査協力者につき、40 分か

ら 1時間程度であった。録音のほぼ全てが文字デー

タに交換された。外国語の部分は日本語で翻訳し、

本研究の原資料となっている。 

主に質問は以下である。 

①この会社で何年間働いていますか。 

②この会社の選択理由は何ですか。主な方面は教え

てください。 

③入社後、メリットは何ですか。入社後と入社前、

仕事についての予想は同じですか。 

④入社後、働く上で不満はありますか。今はどうで

すか。 

⑤今後のキャリア形成のイメージを教えてくださ

い。 

⑥今後、転職や帰国の予定はありますか。 

 

4.2 インタビュー調査の基本情報 

 調査対象の基本情報について、性別、年齢、国

籍、在日の就職年間などを調査し、就職する前に、

就職意思がある会社の基本資料の獲得手段など分析

を行う。 

 また、入社の時間、入社の理由、就職決意した理

由・動機などを調査する。具体的な内容には、給

料、休暇、ビザ、就職キャリヤなど。 

 表１に見ると、東京、大阪、京都、福岡、北海道

の 5地域の中国人労働者にインタビュー調査を実施

した。調査者の中で、博士 2名、修士 17名、学士

１名。また、20代 5名、30代 15名。男性 11名。

女性 9名。 

表 1 調査協力者属性一覧 

 

 

5.考察 

(1)外国人労働者の就職活動において、会社の選択理

由には、自分の研究方向、会社の業界順位、会社の給

与、ボーナス、週休、有休、会社の給料と福祉制度は

外国人労働者にも重要な選択理由であった。また、自

分にとって、仕事の内容が興味を持っている。仕事の

内容が社会に意味があった。一方、違うな関心点から

就職する人もいる。20 人で一人を違う視点を与えた。

それは、「仕事の挑戦性のレベルと、今後の仕事内容

が私に対して、未来の自身発展に役に立ち」について

関心を持っている。 

(2)人材育成について、会社はある程度でグロバール

人材（外国人労働者）の育成は重視しない。調査者は

会社で自分をだんだん少し経験をさぐりあてたと明

らかにした。ある程度会社には、上司また先輩から経

験をつたえると示された。一方で、日系企業の仕事の

やり方や会社の働く環境でグロバール人材に成長環

境ができ、人と人、仕事と仕事に繰り返す、会社から

のグロバール人材の育成を助力した。これまでの調

査データにみると、外国人労働者は入社で自分の状

態を調整し、専門知識の勉強や仕事とコミュニケー

ションのやり方など、様々な面から成長した。 

(3)グロバール人材を活用について、人の意向や能力

によって、方法が違うと示された。グロバール人材に

はどのような活用し、入社前の個人意向と入社後の

能力表現によって、適当なした仕事と十分な発展環
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境で、人材の最大限度に能力を発揮するを明らかに

した。働く上で不満点について、最も不満点は「仕事

の流れ」また「ルールの守る」と示された。 
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